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第１章 総則 

（目的及び範囲） 

第１条 この規則は、「日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定」

に基く供与品の受領等に関する訓令（昭和30 年防衛庁訓令第１号。以下

「訓令」という。）に基づき、供与品の受領、返還等に関し必要な細部の事

項を定めることを目的とする。 

２ 供与品の記録整理及びその他物品管理上及び国有財産管理上必要な事項は、

この規則に定めるもののほか、防衛省所管物品管理取扱規則（平成18 年防

衛庁訓令第115 号）及び陸上自衛隊補給管理規則（陸上自衛隊達第71―５号。

以下「規則」という。）並びに関係規則の定めるところによる。 

３ 特定秘密に該当する供与品及びこれに関する文書等の秘密保護上の取扱い

については、特定秘密の保護に関する達（陸上自衛隊達第41―８号）に定め

るところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この規則中次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおり

とする。 

(１) 「供与品」とは、訓令第１条に規定するものをいう。 

(２) 「供与物品」とは、航空機以外の供与品をいう。 

(３) 「受領官」とは、訓令第２条第１項の規定により、防衛大臣から日本政

府の名の下に供与品を受領する権限を委任された者をいう。 

(４) 「代理受領官」とは、訓令第２条第２項の規定により、防衛大臣の代り

受領官から日本政府の名の下に供与品を受領する権限を再委任された者を

いう。 

(５) 「受領文書」とは、供与品の品目、数量及びその譲渡を証明する文言を

記載した米軍出荷証書、船積書類又は業者直納引渡証書（米軍様式ＤＤ

Form 250）に受領官又は代理受領官が署名押印したものをいう。 

(６) 「受領担当機関」とは、陸上自衛隊補給処（以下「補給処」という。）、

陸上自衛隊中央業務支援隊（以下「中央業務支援隊」という。）及び陸上

自衛隊中央輸送隊（以下「中央輸送隊」という。）をいう。 

第２章 受領 

（受領場所及び受領方法） 



第３条 国内において供与品を受領する場合は、通常相互防衛援助事務所の連

絡に基づき陸上幕僚長（以下「陸幕長」という。）の指示するところにより、

次に掲げる場所及び方法のうちいずれかにより受領する。 

(１) 日本国外からアメリカ合衆国政府の責任において船舶輸送された供与品

の場合は、日本国内の港湾において、当該供与品がその船舶の荷揚機に着

けられたときをもって受領担当機関が直接受領する。 

(２) 日本国外からアメリカ合衆国政府の責任において空輸された供与品の場

合は、日本国内の飛行場において受領担当機関が直接受領する。 

(３) 日本国内にある米軍の補給処若しくはその支処又はその他の米軍管理機

関（以下「米軍機関」という。）から引渡しを受ける供与品の場合は、当

該米軍機関において受領担当機関が直接受領する。 

(４) 域外調達により米軍が日本国内の生産者に発注した供与品である場合は、

当該生産者の工場において内国運送積込渡によるか、又は受領担当機関が

直接受領する。 

(５) その他特に指定する場所及び方法による。 

２ 日本国外において供与品の引渡しを受ける場合については、別に定める。 

（受領業務の担当区分） 

第４条 供与品の受領業務の担当は、次の各号に掲げる区分による。 

(１) 京浜地区（訓令第６条第１項に規定する地区をいう。以下同じ。）及び

防衛大臣の指示する港湾において受領する場合は、中央輸送隊が担当する。 

(２) 前号以外の場所において受領する場合は、陸上自衛隊の補給等に関する

訓令（昭和34 年陸上自衛隊訓令第72 号）第８条第１項に示す担当区域に

従い、各補給処が担当する。ただし、出版物については中央業務支援隊が

担当する。 

（受領官及び代理受領官） 

第５条 陸上自衛隊における受領官は、受領担当機関の長をもって充てるもの

とし、陸幕長の上申により防衛大臣から任命される。 

２ 受領官は、必要と認めるとき自己の属する受領担当機関の幹部自衛官を代

理受領官に任命することができる。 

（受領官及び代理受領官の署名票等の提出） 

第６条 受領官及び代理受領官の命免があったときは、防衛大臣からこれを相

互防衛援助事務所に通知するため、次の区分により署名票等を提出するもの

とする。 

(１) 受領官を命ぜられた者は、別紙第１の様式２部、別紙第２の様式11部に

所要の記載及び押印を行い、陸幕長を経由して防衛大臣に提出する。（装

計定第17号） 

(２) 代理受領官を命ぜられた者は、別紙第３の様式２部、別紙第２の様式11 

部に所要の記載及び押印を行い、受領官に提出し、受領官はこれに認証の

署名押印を行った上、陸幕長を経由して防衛大臣に提出する。（装計定第

17号） 

(３) 受領官及び代理受領官は、それぞれ第１号及び前号により提出した文書

の記載事項に昇任により変更があったときは、速やかに別紙第４の様式



（昇任以外の事由による変更の場合はこれに準ずる様式）11 部に所要の

記載を行い、それぞれ第１号又は前号に準じ提出する。 

(４) 受領官は、代理受領官を免じたときは、別紙第５の様式11部に所要の記

載を行い陸幕長を経由して防衛大臣に提出する。（装計定第17 号） 

（輸入協議） 

第７条 京浜地区及びその他防衛大臣の指示する港湾において米軍機関から供

与品を受領する場合は、受領に先立ち次の要領により輸入協議を行うものと

する。 

(１) 削除 

(２) 陸幕長は、輸入協議に関し別紙第６の様式により防衛大臣に上申の手続

を行うものとする。 

(３) 防衛大臣から陸幕長に対しその輸入に関し、経済産業大臣との協議が整

った旨の通知（輸入協議に関する経済産業大臣の回答文書の認証謄本２部

添付）があったときは、陸幕長は認証謄本の１部を保管するとともにその

旨を受領官に認証謄本の１部を添付して通知する。 

２ 前項の輸入協議について防衛大臣と経済産業大臣との間に年度ごとの包括

協議が整った場合は、防衛大臣からの通知（輸入協議に対する経済産業大臣

の回答文書の認証謄本２部添付）に基づき前項第３号に準じ処理するものと

し、前項第２号の手続は必要としない。 

（輸入申告） 

第８条 受領官又は代理受領官（以下「受領官等」という。）が米軍機関から

供与品を受領したときは、次のとおり速やかに輸入申告を行うものとする。 

(１) 受領官等は、通関手続を行う場合譲受申告書（税関様式Ｆ第1250号）

（様式別紙第７）３部及び受領文書（受領官等の署名のあるもの）２部に

所要の記載を行い所轄税関に提出するものとする。 

(２) 原則として通関を行う品目は、通関手続を行うまで保税地域に蔵置し、

税関の指定する場所において検査を受けるべきであるが、当該品目が受領

担当機関に引き取ってある場合又は保税地域に蔵置することが困難な場合

は、他所蔵置許可申請書（税関様式Ｃ第3000号）（様式別紙第９）２部及

び指定地外貨物検査許可申請書（税関様式Ｃ第5390号）（様式別紙第10）

２部に所要の手続及び記載を行い所轄税関に提出するものとする。 

(３) 指定地外貨物検査許可申請書を提出する場合は、検査を受ける品目の多

少、検査の実施いかんにかかわらず検査手数料として所要の金額の収入印

紙を裏面にはって提出するものとする。 

(４) 米側公用船で運ばれた貨物は、船側から積荷目録が税関に提出されない

ので、受領官等が積荷目録を作成して税関に２部提出するものとする。 

(５) 輸入申告を受理する税関名は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 



 

 

所轄税関名 位置 管轄区域 

東京税関 東京都 東京都、千葉県のうち成田市、市川市（財務大

臣が定める地域に限る。）、香取郡多古町及び

山武郡芝山町、埼玉県、群馬県、山梨県、新潟

県、山形県 

横浜税関 横浜市 神奈川県、茨城県、栃木県、千葉県（東京税関

の管轄地域を除く。）、福島県、宮城県 

神戸税関 神戸市 兵庫県、岡山県、鳥取県、島根県、広島県、香

川県、徳島県、高知県、愛媛県 

大阪税関 大阪市 大阪府、京都府、和歌山県、奈良県、滋賀県、

福井県、石川県、富山県 

名古屋税関 名古屋市 愛知県、三重県、岐阜県、長野県、静岡県門司

税関 北九州市 福岡県（長崎税関の管轄地域を

除く。）、山口県、佐賀県のうち唐津市、伊万

里市、東松浦郡及び西松浦郡、長崎県のうち壱

岐市及び対馬市、大分県、宮崎県 

長崎税関 長崎市 長崎県（門司税関の管轄地域を除く。）、佐賀

県（門司税関の管轄地域を除く。）、福岡県の

うち久留米市、大牟田市、柳川市、筑後市、八

女市、大川市、小郡市、うきは市、みやま市、

三井郡、三潴郡、八女郡、熊本県、鹿児島県 

函館税関 函館市 北海道、秋田県、岩手県、青森県 

沖縄地区税関 那覇市 沖縄県 

上記税関は、支署及び出張所を含む。 

 

(６) 各申告（請）書用紙は、各地税関において購入するものとし、購入料及

び検査許可手数料は、消耗品費から支弁するものとする。 

２ 前項の手続に基づく税関の検査後でないと受領担当機関から供与品の移動

はできないものとする。 

（受領文書の処理） 

第９条 受領官等は、供与品を受領したときはその供与品に関する米軍出荷証

書又は船積書類に別紙第11に掲げる要領により受領の証明を行うものとする。 

２ 受領官等は、受領文書のうち前条により税関に提出するもののほか１部を

控とし、相互防衛援助事務所の要求する部数を相互防衛援助事務所に提出す

るものとする。 

（受領に関する報告及び通知） 

第10条 供与品を受領したときは、次のとおり報告及び通知を行うものとする。 

(１) 中央輸送隊長は、供与品の受領の都度受領文書の写３部を作成し、その

２部を関東補給処又は中央業務支援隊に送付するとともに、他の１部を陸



幕長に提出するものとする。（装計定第18号） 

(２) 補給処及び中央業務支援隊（以下「補給処等」という。）の長は、供与

品の受領の都度受領文書の写を作成し、補給処長にあっては、補給統制本

部長に２部（補給統制本部長は１部を陸幕長へ）、中央業務支援隊 

長にあっては、陸幕長に１部提出するものとする。 

(３) 受領担当機関の長は、毎月米軍機関から直接受領した供与品の受領文書

に基づき証書番号を記載したリスト（様式別紙第12）を作成し、翌月10日

までに陸幕長に８部提出（補給処長にあっては、補給統制本部長の定める

ところにより補給統制本部長に９部提出）するものとする。（装計定第18

号） 

(４) 補給統制本部長は、前号のリストを翌月10日までに陸幕長に８部提出す

るものとする。（装計定第18号） 

(５) 陸幕長は、前号により送付を受けた証書番号を記載したリストを取りま

とめ防衛大臣に提出するものとする。 

(６) 陸幕長は、毎月陸上自衛隊が受領した供与品の全数量（整備用部品、付

属品等は重量）について供与品受領月報（様式別紙第13）を作成し、翌月

末までに防衛大臣に提出するものとする。 

２ 前項第１号により中央輸送隊が関東補給処又は中央業務支援隊に送付する

受領文書の写は、相互協議の上、増加作成することができる。 

３ 補給処長（補給処から未開梱のまま部隊等へ補給した場合は、当該部隊等

の長）は、受領した供与物品のうち通信電子器材について、当該供与物品の

パッキングリスト（構成品ごとの受領数量）の写２部を補給統制本部長に提

出するものとする。ただし、補給処から未開梱のまま部隊等へ補給した場合

は、当該部隊等の長が写１部を受領後20 日以内に陸幕長に提出するものと

する。 

４ 補給統制本部長は、前項の写１部を受領後20 日以内に陸幕長に提出する 

ものとする。（装計定第18号） 

（供与品の管理上の取扱い） 

第11条 供与品の物品管理上又は国有財産上の取扱いは、次の各号に定めると

おりとする。 

(１) 補給処長において直接受領した供与物品は、受領と同時に当該受領補給

処等の分任物品管理官の管理に属するものとする。 

(２) 中央輸送隊において受領した供与物品は、受領と同時に関東補給処又は

中央業務支援隊の分任物品管理官の管理に属するものとする。 

(３) 受領担当機関において受領した航空機は、受領と同時に陸幕長の管理に

属するものとする。 

２ 分任物品管理官又は陸幕長は、前項各号によりそれぞれ自己の管理に属す

ることになった供与品について、前条第１項第１号により送付を受けた受領

文書の写１部を受入の証書として物品管理簿又は国有財産台帳に受入整理を

行うものとする。 

（中央輸送隊における供与品の取扱い） 

第12条 中央輸送隊において受領する供与品のうち、供与物品については陸幕



長の指示する場合を除き受領後遅滞なく関東補給処又は中央業務支援隊に、

航空機については陸幕長の指示する部隊等に輸送するものとする。 

２ 中央輸送隊において供与品を受領したときは荷姿のまま受領検査を行うと

ともに、供与品受払簿（様式別紙第14）による受領品目の概要、梱数による

受払の状況等を明らかにしたものとする。 

（供与品の検証等） 

第13条 中央輸送隊において前条第２項による供与品の受領検査を終わったと

きは、貨物検証票（様式別紙第15）３部を作成し、相互防衛援助事務所用に

１部、輸送先補給処等に２部送付する。 

２ 輸送先補給処等の長又はその委任を受けた者は、供与品を受領したときは

貨物検証票に署名押印し、中央輸送隊に返送する。この場合、貨物の梱包数、

梱包の状態に異状を発見した場合には、その旨貨物検証票の裏面に記載する

とともに遅滞なく所管の分任物品管理官に報告する。 

第３章 不用の決定及び処分 

（不用の決定） 

第14条 分任物品管理官は、別紙第16 に掲げる供与物品（ただし、第６項を

除く。）について、不用の決定をしようとする場合は、不用決定申請書（規

則別紙第16）を１部作成し、「供与」と朱記して、審査に必要な資料を添付

し、順序を経て陸幕長に申請し、その承認を得るものとする。その際、転用

及び部品取りを希望するものについては不用決定申請書の備考欄にその旨を

記載するものとする。 

２ 分任物品管理官は、前項に掲げる供与物品以外の供与物品について不用の

決定をしようとする場合は、前項に準じて規則別紙第15に定める不用決定承

認権者に申請し、その承認を得るものとする。 

（集積及び不用供与品の報告） 

第15条 分任物品管理官は、不用の決定を行った供与物品、用途廃止を決定し

た供与の航空機及び陸上幕僚長が別に示す供与物品（以下「不用供与品」と

いう。）を別紙第17に定める集積部隊等の長たる分任物品管理官（以下「集

積担任分任物品管理官」という。）に管理換するものとする。この場合、通

常欠品がない状態とする。 

２ 集積担任分任物品管理官は、集積された不用供与品について第２四半期及

び第４四半期ごとに不用供与品報告書（様式別紙第18）を作成し、順序を経

て補給統制本部長に５部提出するものとする。 

３ 補給統制本部長は、前項の報告書を当該四半期経過後30日以内（特に必要

がある場合は、その都度）に陸幕長に４部提出するものとする。（装計定第

19号） 

４ 集積担任分任物品管理官が不用供与品のうち陸幕長の承認を得て部品取り

を行ったものについて報告する場合は、欠品証明書（様式別紙第19）を作成

し添付するものとする。 

５ 陸幕長は、第３項及び第４項の報告に基づき防衛大臣に報告する。 

（処分） 

第16条 集積担任分任物品管理官は、陸幕長が別に定めるところにより不用供



与品を処分するものとする。 

第17条 集積担任分任物品管理官は、各四半期ごとの返還状況報告書（様式別

紙第20）を作成し、順序を経て補給統制本部長に３部提出するものとする。 

２ 補給統制本部長は、前項の報告書を各四半期経過後30日以内に陸幕長に２

部提出するものとする。（装計定第20号） 

第18条 削除 

第４章 雑則 

（供与物品の記録整理） 

第19条 供与物品の諸記録は、供与物品以外の物品の諸記録と区分して整理し、

通常右上部欄外に枠を付してと朱記するものとする。ただし、既製被服、水

晶振動子（調達物品と互換性のないものを除く。）部品（組部品及び調達物

品と互換性のないものを除く。）付属品及び消耗品は区分しないことができ

る。 

２ 国内調達物品の主構成品又はセット内容品に供与物品を充当した場合又は

供与物品の主構成品又はセット内容品に国内調達物品を充当した場合は、発

送元は管理換票等に、受領部隊等は記録明細表に供与物品又は国内調達物品

である旨を示すものとする。 

３ 供与物品たる既製被服等の記録及び整理は、次の各号による。 

(１) 補給処から部隊等へ管理換された後は、国内調達物品と同様の取扱いを

するものとする。 

ただし、補給処間の管理換によるものは、この限りでない。 

(２) 供与物品の原反生地から製作された冬服及び補修用として補給された生

地等の記録及び整理は、国内調達物品と同様の取扱いをするものとする。 

４ 供与物品たる教範等の記録及び整理は、中央業務支援隊から部隊等へ管理

換された後は国内調達物品と同様の取扱いをするものとする。 

（供与物品の識別等） 

第20条 供与物品のうち供与物品以外の物品と取扱いの区別を必要とし、その

識別が困難な物品には、次に定めるところにより白ペイント等での符号をつ

けるものとし、符号の大きさ、標示箇所は、品目に応じて適宜とする。 

(１) 標示を行う場合 

ア 型式番号等の刻印のないもの 

イ 刻印の塗装等のため不明りょうとなったもの 

ウ セット内容品、付属品、アタッチメント等で主体品に装備し又は組入

れている物品を主体品等から取り外すことによって識別困難となるもの

等 

(２) 標示箇所 

供与鉄帽及び供与中帽はすべて裏面前額部の位置に、供マークを白ペン

キ等にて注記する。 

２ 分任物品管理官は、整備上支障のない場合に限り、供与物品たる整備用部

品、付属品、消耗品を供与物品以外の物品用に、供与物品以外の整備用部品、

付属品、消耗品を供与物品用に使用することができる。 

（供与品の不符合その他の異常の処理） 



第21条 補給処等の長たる分任物品管理官は、受領した供与品について、検査

の結果証書の数量と実数と不符合その他の異常を発見したときは、それが明

らかに受領官等の受領以後に起因していると認められる場合を除き、直ちに

供与品異常報告書（様式別紙第21）を作成し、補給処長にあっては、補給統

制本部長に４部（補給統制本部長は更に３部を陸幕長へ）、中央業務支援隊

長にあっては、陸幕長に３部提出するものとし、所要に応じ記録を修正する

ものとする。（装計定第23号） 

２ 部隊等において、補給処等から受領した供与品について異常を発見したと

きは、内容説明を添えて、交付系統に従い補給処等に通知するものとし、補

給処等は、前項の要領により処理する。 

３ 分任物品管理官は、供与品の異常に関する処理状況を明らかにするととも

に、報告又は通知書を添付して受払命令書により受払の整理を行うものとす

る。 

第22条 削除 

（緊急請求物品等の処理） 

第23条 陸幕長は、供与品を合衆国側に緊急請求した場合、その他供与品の受

領後特に迅速な処理を必要とする場合は、その都度受領官に対し当該供与品

の請求内容（年月日、請求番号、物品整理番号、品目、数量、予定受領期日

等）その他必要な事項を通知するものとし、受領官が当該供与品を受領した

ときは、他に優先し輸送等の処理を行うものとする。 

附 則 

この規則は、昭和35年４月１日から施行する。 

附 則（昭和35年７月１日陸上自衛隊達第100―21―１号） 

この達は、昭和35年７月１日から施行する。 

附 則（昭和35年10月21日陸上自衛隊達第100―21―２号） 

この達は、昭和35年11月１日から施行する。 

附 則（昭和38年８月１日陸上自衛隊達第122―45号） 

この達は、昭和38年８月15日から施行する。 

附 則（昭和40年２月23日陸上自衛隊達第122―54号） 

この達は、昭和40年４月１日から施行する。 

附 則（昭和41年４月28日陸上自衛隊達第71―５号抄） 

１ この達は、昭和41年７月１日から施行する。 

附 則（昭和42年６月12日陸上自衛隊達第76―３―１号抄） 

１ この達は、昭和42年７月１日から施行する。 

附 則（昭和44年７月28日陸上自衛隊達第122―66 号） 

この達は、昭和44年７月28日から施行し、昭和44年７月５日から適用する。 

附 則（昭和50年２月10日陸上自衛隊達第71―２―３号） 

この達は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和53年１月13日陸上自衛隊達第122―108号） 

この達は、昭和53年１月30日から施行する。 

附 則（昭和53年１月13日陸上自衛隊達第122―109号） 

この達は、昭和53年１月30日から施行する。 



附 則（昭和56年４月３日陸上自衛隊達第122―117号） 

この達は、昭和56年４月３日から施行する。 

附 則（昭和57年４月30日陸上自衛隊達第122―119号） 

１ この達は、昭和57年４月30日から施行する。 

２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用す

ることができる。 

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して

使用することができる。 

附 則（昭和58年３月８日陸上自衛隊達第122―121号） 

この達は、昭和58年３月24日から施行する。 

附 則（昭和58年３月14日陸上自衛隊達第71―２―４号） 

この達は、昭和58年５月１日から施行する。 

附 則（平成元年２月10日陸上自衛隊達第122―127号） 

１ この達は、平成元年２月10日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。 

附 則（平成７年９月27日陸上自衛隊達第71―２―５号） 

１ この達は、平成７年10月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間、内容を修正

して使用することができる。 

附 則（平成10年３月20日陸上自衛隊達第122―138号） 

この達は、平成10年３月26日から施行する。（ただし書略） 

附 則（平成12年３月27日陸上自衛隊達第122―159号） 

この達は、平成12年３月28日から施行する。 

附 則（平成14年３月27日陸上自衛隊達第122―177号） 

この達は、平成14年４月１日から施行する。（ただし書略） 

附 則（平成19年１月９日陸上自衛隊達第122―215号） 

この達は、平成19年１月９日から施行する。 

附 則（平成21年２月３日陸上自衛隊達第122―230号） 

この達は、平成21年２月３日から施行する。 

附 則（平成26年12月８日陸上自衛隊達第41―８号） 

この達は、平成 26 年 12 月 10 日から施行する。 

  附 則（平成 30 年３月 22 日陸上自衛隊達第 71―２―６号） 

この達は、平成 30 年３月 27 日から施行する。 

附 則（平成 31 年４月 19 日陸上自衛隊達第 122―302 号） 

１ この達は、令和元年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用 

することができる。 

附 則（令和元年６月 27 日陸上自衛隊達第 122―303 号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する本改正前の用紙は、当分の間、これを修正

した上使用することができる 
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